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1. 問題関心と課題の設定





であり，共通の目的に向かって協調行動を導くもの（Putnam，2000 ＝ 2006）としており，J. コー
ルマンは，「社会関係資本は，行為を促す人々の間の関係が変化することで創出される」（Coleman，





























1997 年 2 月に京都市で開催された国連気候変動枠組条約第 3 回締約国会議（以下，COP3）に結
集した組織・団体により結成された「気候フォーラム」を前身とする団体である。「気候ネットワー
ク」は，地球温暖化防止のために，市民の立場から提言し，行動を起こしていくことを目的とし













2006 「2020 年家庭・業務 30％削減プロジェクト」の実施
2008 「MAKE the RULE キャンペーン」のスタート，「子どもエコライフチャレンジ」（環境教育プロジェクト）の実施
2009 COP15 に向けたキャンペーン活動の実施
2010 省エネ法に基づく第 2 次温暖化防止情報開示訴訟の実施，自治体温暖化対策の推進に関する調査研究の実施
2011 脱原発と温暖化対策を両立させる「“3 つの 25” は達成可能」シナリオを発表，「低炭素の地域づくり戦略会議」を全国 5 地域で実施
2012 認定特定非営利活動法人化，「低炭素地域づくり戦略会議」を全国 8 地域で実施




















ンケート調査は，個人会員 376 人（調査当時）を対象として，2010 年 4 月に実施し，郵送法に























社会関係資本の四類型の第 1 は，「Ⅰ 「橋渡し（高）
／結束（高）型」」である。このグループは，「橋渡し型」
「内部結束型」の双方が豊富であり，社会関係資本が











NPO への加入数」を用いる *8 *9 *10。「自治会・町内会行事への参加の程度」および「他のボラン










加入している 121 人（52.4％） 22 人（ 9.5％） 143 人（ 61.9％）
加入していない  80 人（34.6％）  8 人（ 3.5％）  88 人（ 38.1％）






*10  「他のボランティア団体・NPO への加入数」については，「次にあげる地域の団体やグループのう
ちあなたが加わっているものすべてに〇をつけてください。」という質問を行い，「ボランティア団体・
NPO」を選択した回答者に対し，加入数を回答してもらった。


































四類型ごとのサンプル数は，「Ⅰ 「橋渡し（高）／結束（高）型」」が 22 人，「Ⅱ 「橋渡し（高）
／結束（低）型」」が 121 人，「Ⅲ　「橋渡し（低）／結束（高）型」」が 8 人，「Ⅳ 「橋渡し（低）







有意な差が確認できた（表 3，表 4，表 5）*12。











農林漁業 9.1 0.0 0.0 0.9
会社員 4.5 13.2 17.5 13.9
公務員 4.5 11.6 7.5 9.4
教員 9.1 8.3 17.5 11.7
研究職 0.0 6.6 5.0 5.4
専門職 0.0 10.7 8.8 9.0
自営業 4.5 6.6 10.0 7.6
団体職員 9.1 7.4 7.5 7.6
議員 13.6 3.3 2.5 4.0
家事専業 4.5 2.5 1.3 2.2
パート・アルバイト 4.5 2.5 0.0 1.8
学生 0.0 0.0 2.5 0.9
現在は働いていない 36.4 19.8 18.8 21.1
その他 0.0 7.4 1.3 4.5
（注 1）単位：％。























老人会 ** 27.3 4.1 3.8 6.3
農業組合などの農業関連組織 ** 13.6 1.7 0.0 2.2
漁業協同組合 * 4.5 0.0 0.0 0.4
神社の氏子会 ** 27.3 0.8 7.5 5.8
檀家会 * 13.6 1.7 3.8 3.6
スポーツ団体 ** 59.1 16.5 6.3 17.0
加わっている団体やグループはない ** 0.0 0.0 48.8 17.5
（注 1）単位：％。

















30 年未満 36.4 48.8 64.6 53.2





人口 5 万人未満の自治体 27.3 5.0 2.5 6.3
人口 5 万人以上～ 15 万人未満の自治体 18.2 21.7 22.8 21.7
人口 15 万人以上～ 100 万人未満の都市 36.4 33.3 40.5 36.2
政令指定都市 18.2 40.0 34.2 35.7
（注 1）単位：％。








































自然環境の保護 ** 80.0 60.5 26.7 50.5
景観・まちなみの保全 * 20.0 34.5 16.0 26.6
反原発 * 25.0 24.4 8.0 18.7
ゴミ減量・リサイクル ** 80.0 49.6 29.3 45.3
食をめぐる問題 ** 40.0 42.9 12.0 31.8
農林漁業をめぐる問題 ** 40.0 20.2 6.7 17.3
地域の活性化 ** 65.0 34.5 12.0 29.4
福祉 ** 30.0 21.0 6.7 16.8
労働・雇用問題 * 10.0 17.6 5.3 12.6
特にない ** 0.0 2.5 25.3 10.3
（注 1）単位：％。





































































セミナー・シンポジウムなどへの参加 * 68.2 59.2 43.8 54.5
Make the RULE キャンペーンの署名活動 ** 27.3 27.5 7.5 20.3
所属している団体が気候ネットワーク
と連携している ** 27.3 25.8 7.5 19.4
活動支援のための書籍やグッズの購入 * 45.5 30.0 20.0 27.9





参加している 81.0 66.7 23.8 52.5
参加していない 19.0 33.3 76.3 47.5
（注 1）単位：％。
（注 2）**：p ≦ 0.01，*p ≦ 0.05（χ2 検定，漸近有意確率（両側））










束（高）型」」において，「参加している」とする割合が 8 割を超え，「Ⅱ 「橋渡し（高）／結束（低）型」」
においても，「参加している」とする割合は 2/3 となっていたが，「Ⅳ 「橋渡し（低）／結束（低）型」」






























政策決定者へのロビー活動（働きかけ）* 22.7 49.2 35.0 41.4
子どもたちへの環境教育 ** 27.3 7.5 20.0 14.0
（注 1）単位：％。
（注 2）**：p ≦ 0.01，*p ≦ 0.05（χ2 検定，漸近有意確率（両側））
5. 社会関係資本のタイプと「参加の様態」
会員の社会関係資本のタイプと「参加の様態」との関係について考察を行う（表 9）。
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6. 考察――環境 NPO と社会関係資本

































6.2. 環境 NPO の会員の社会関係資本の多様性











*16  「低炭素地域づくり戦略会議」は， 2011 年度に仙台，岡山，高知，内子，熊本の 5 ヶ所において，
2012 年度に釧路，浜中，市川，奈良，岡山，内子，高知，福岡の 8 ヶ所において，開催されている。






















造ガバナンス」を機能させる要因の 1 つであると考えられよう *19。
今後の研究課題として，以下の点があげられる。環境 NPO の会員の社会関係資本のタイプに
ついては，NPO の活動対象やスタイル，地域特性等によって異なるものと考えられる。今後，




Burt，R.， 2001，Structural Holes versus Network Closure as Social Capital，in N.lin， Cook，K. ＆ 
Burt, R.(eds.)，Social Capital: Theory and Research，Walter de Gruyter，Pp.31-56.（＝ 2006，金光淳
訳「社会関係資本がもたらすのは構造的隙間かネットワーク閉鎖性か」野沢慎司編・監訳『リーディ
ングス　ネットワーク論――家族・コミュニティ・社会関係資本――』勁草書房，243-277．）




*18  多様な主体との連携は，NPO が，現状においては自前での調達が困難とされることも多い人的資源
や財政的資源を補完することにもつながるであろう。
*19  萩原なつ子も，NPO は社会関係資本の「結び目」になると指摘している（萩原，2010）。
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